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東北アジアの共同繁栄とボランティア界の動向























































































































































































































































ランティア 385 ,365 人ボランティア数は合計
7,791,612人である。1980年当時は，ボランティ
ア団体16,162，団体に所属するボランティア数
は，1,552,577人，個人のボランティアが50,875
人合計1,603,452人であった。把握しているボラ
ンティア総人数は，24年間でおよそ5倍になっ
た。
③　ボランティアの活動分野・形態・活動地域
　ボランティア団体の主要な活動分野を見ると，
「保健・医療・福祉」が43.1％と高く，次いで，
「まちづくり」11.1％，「環境の保全」9.8％「文
化・芸術・スポーツの振興」6.9％「国際協力5.4
％の順となっている。
　活動地域の範囲は，一つの市区町村の区域で
活動する団体は，61.7％であり，一つの都道府県
内で活動する団体は，9割近くを占めておりボ
ランティア活動団体の多くは，身近な地域を活
動エリアにしている（５）。
④ 性別・年齢・活動の頻度
　ボランティア団体参加者の実態を全国社会福
祉協議会の調査（６）でみると，性別は，男性19.2
％，女性80.8％で女性は，女性の4倍と圧倒的に
多い。
　年齢は，50～59歳が12.5％，55～59％が12.6
％であり50歳代が合計で25.0％と最も高い。60
歳代が23.3％，40歳が12.9％，70歳以上が9.8％，
30歳代が7.0％，19歳以下は6.1％，20歳代が4.8
％と若い人々の参加が少ない。
　職業の有無別で見ると「有職」が32.6％，「無
職」60.2％である。
　活動の頻度は，「月2～3日」の活動を行って
いる団体が27.7％「週1日」が17.5％「月1日」
が14.5％となっている。「毎日」が2.1％，「週2
日～3日」が9.2％週1日以上の頻度で活動して
いる団体が33.7％に達している。
　経済企画庁（当時，現在，内閣府）による「社
会活動を行っている活動者」で見ると，男性56
％，女性 44％でやや男性が多いという結果に
なっている。ボランティア活動をどのような幅
でとらえるかで参加率だけでなく，活動の実態
も大きく変化することがわかる（７）。
⑤ ボランティアの魅力，報酬の有無
　活動の魅力については，活動してよかったこ
と（複数回答・制限なし）で見ると「新たな友
人や仲間が出来た」「生きがいを得た」「活動が
楽しかった」「活動対象者や活動先などから感謝
された」「自分自身の啓発につながった」に集約
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される。
　ボランティアが報酬を受け取っていいかどう
かについては，「ボランティアなのだから，報酬
は受け取るべきでない」と考える人が，32％
「交通費などの実費くらいは受け取ってもよい」
57％「実費のほかに日当くらいはの報酬は受け
取ってもよい」が7％となり，実費弁償ついては
認める考え方が増加している。ただ実際には一
切受け取っていない人が圧倒的に多い。
⑥ ＮＰＯの現状
　2005年6月30日までに認証を受けた特定非営
利活動法人（ＮＰＯ法人）は22,424である。定款
に記載された活動の種類（複数回答）で見ると
「保健・医療又は福祉の増進を図る活動」56.7％，
「社会教育の推進を図る活動」47，1％「まちづ
くりのすいしを図る活動」39.8％「学術，文化，
芸術または，スポーツの振興を図る活動」31.8％
「環境の保全を図る活動」28.9％等となっている。
3．日本におけるボランティア・市民活動の
推進の目標と課題
　ボランティア・市民活動が日本社会に定着して
行く上での中長期的目標，課題として「広がれボ
ランティアの輪」連絡会議が掲げているのは，①
多くの人々が当たり前のように参加できる社会と
していくこと②次代を担う子供たちの活動参加を
支援できる教育のあり方③ボランティア・市民活
動を社会運営システムの一角を担う一つのまとま
り（市民セクター）としてとらえ，市民セクター
と行政，企業セクターとの協働のありかた④活動
が発展するための基盤整備をめぐる課題。具体的
には，仲介支援機関の強化とそれに対する行政の
かかわりのありようについて，寄付を促進するた
めの取り組み，法制度・税制などである。
おわりに
　東北アジアの国々は，それぞれの文化を持ち，
ボランティア活動の形態も国ごとに異なっている。
しかし共通の課題も多いはずである。今後，相互
に協力し，お互いの文化を大切にしつつボラン
ティア活動の広がりと，ボランティア活動の課題
について意見交換や研究が進むことを望んでいま
す。会議が成功裏に進み大きな成果をあげられま
すことを祈念し報告とさせていただきます。
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